
令和３年度長崎県訪問看護ステーション人材確保事業補助金実施事業者 募集要領

１ 補助金名

長崎県訪問看護ステーション人材確保事業補助金

２ 概要

（１）目的

この補助金は、在宅医療及び介護の充実を図るため、訪問看護未経験の看護職

（保健師、助産師、看護師及び准看護師をいう。以下同じ）を雇用し、育成を行う

訪問看護ステーションに対し、教育体制の強化を図ることにより、過去に訪問看

護（医療機関からのみなしを含む）の業務に従事した経験のない看護職（以下、

「訪問看護未経験者」という。）が不安なく訪問看護分野への就労を選択できる

環境を整え、もって就労を促し、質の高い訪問看護職（訪問看護に従事する看護

職をいう。以下同じ）の確保を図ることを目的とする。

（２）事業内容

訪問看護ステーションは以下の取組を行う。

１）訪問看護未経験の看護職の雇用

訪問看護未経験者を新たに雇用する。

ア 県による選定日から概ね３ヶ月までの間を始期とする雇用契約により、訪問看護

ステーションで初めて雇用された看護職であること。

イ 当該訪問看護ステーションに専従して勤務すること。

ウ 雇用形態は常勤・非常勤を問わない。ただし、育成期間中の週平均勤務時間が

概ね２０時間を下回らないこと。

２）訪問看護未経験者の育成計画の作成及び計画に則った育成及び評価の実施

  当該訪問看護ステーションは、雇用開始から育成に必要な期間（最長６か月とする）

の育成計画を作成、計画に則って、雇用をした訪問看護未経験者の育成を行うととも

に、育成の段階ごとに定めた目標に対し、達成状況について評価を行う。

ア 育成計画は、訪問看護未経験者が、訪問看護の特徴と重要性について理解をし、

基礎的な能力を段階的に習得することができるものであること。

イ 個々の訪問看護未経験者の成長段階に合わせ、必要に応じた計画の見直しを行う

こと。

ウ 訪問看護未経験者に対し、外部研修や地域の関係機関との勉強会等の受講機会を

積極的に提供すること。

エ 訪問看護未経験者が、業務上や就業を続けるうえでの不明な点や不安等について、

日頃から相談できる環境を整えること。

オ 育成にあたっては、訪問看護経験豊富な指導力のある看護職を、指導者としてあ

てること。
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３ 応募要件

下記の要件を満たすこと。

ア 介護保険法第41条第１項本文の指定を受けた事業者であること。

イ 県内の過疎地域（過疎地域自立促進特別措置法（以下、「過疎法」に基づき、長崎県で

過疎地域に指定された地域）の訪問看護ステーションであること。

ウ 管理者又は指導者の訪問看護経験が５年以上であること。

エ 訪問看護経験 3 年以上かつ常勤の看護職員を 2 名以上配置していること。

オ 訪問看護経験が豊富な常勤の看護職を指導者としてあてることができること。

４ 応募方法

（１）応募するステーションは、以下の書類を県長寿社会課へ提出してください。

ア 応募様式（様式１）

イ 訪問看護未経験者育成計画（任意様式）

ウ 従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表（様式２）

※様式１、２は県のホームページからダウンロードできます。

（２）提出期限

第 1 回目期限 令和３年５月３１日（月）（必着）

第２回目期限 令和３年１０月２９日（金）（必着）

上記期限までに下記担当宛に郵送、メール、Fax のいずれかで提出ください。

５ 申請から決定までの流れ（★ステーション実施部分）

★ステーションは育成計画を作成し育成体制を整え、応募書類を提出

県が審査し選定通知

★雇用した訪問看護未経験者を育成計画に基づき育成、請求書提出

県が補助金を支給

★ステーションが看護師を雇用

県が補助金交付決定

★県へ実績報告書を提出

★補助金交付申請書を提出
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６ 募集数

   県内の過疎地域の訪問看護ステーションのうち５事業所程度とする。

  ※過去に補助対象となった事業所も応募可能とする。

７ 雇用者数

  １ステーションあたり１名とする。

８ 選定方法

  別に定めるところにより設置する選定委員会の審査により、事業実施ステーションとし

てふさわしく、かつ事業目的に沿うと認められた訪問看護ステーションを選定。

９ 補助金の概要

（１）補助対象経費

訪問看護未経験者の人件費及び研修等参加に係る経費

（２）補助対象期間

雇用開始から６か月間を限度とする（令和４年３月３１日まで）

（３）基準額 月額 20 万円

（４）補助率 2 分の１

１０ 補助金申請の必要書類（関係様式は、長寿社会課ホームページ上にも掲載）

（１）申請時必要書類
ア 補助金交付申請書 （様式第１号）
イ 経費所要額調（別紙１－１）
ウ 収支予算書抄本（別紙１－２）
エ 誓約書（様式第５号）
オ 事業計画書（育成計画含む：任意様式）
カ 雇用予定者の履歴書（写）
キ 雇用予定者の資格を証明する書類（写）
ク その他参考となる書類

（２）事業実施後提出書類
ア 事業実施報告書（様式第 3 号）

イ 経費精算額調（別紙１－３）

ウ 収支決算書抄本（別紙１－４）

エ 事業実績報告書（育成達成評価も含む：任意様式）
オ 支出内訳書（任意様式）
カ 消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（様式第４号）
   ※消費税額が確定後送付

１１ お問い合わせ先、書類提出先        

長崎県 福祉保健部 長寿社会課 地域包括ケア推進班 担当 川口

〒850-8570 長崎県長崎市尾上町３－１

     (電 話) ０９５－８９５－２４３４
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